
 

中国会計税務実務 

2020年第 34号 

今回のテーマ：印紙税の課税範囲や税率について 

中国では、日本と同じく売買契約書の締結や請負契約書の締結において、印紙税が課せられる。
一方で、中国と日本とでは、印紙税の課税範囲については様々な違いも見られる。 

そこで今号では中国の印紙税の課税範囲や税率等について簡単に説明する。 

主な内容： 

税率また

は税額 
税目 範囲 課税対象 

納税義
務者 

備考 

0.3‰ 

売買契約書 

供給、購入予約、購入、購
入と販売の組合せや連携、
補償、交換などの契約 

取引額 契約者 - 

建築据付工事
請負契約書 

建築や据付工事の請負契約 請負額 契約者 - 

技術契約書 
技術開発、譲渡、コンサルティ
ング、サービスなどの契約 

記載金額 契約者 - 

0.5‰ 

加工請負契約
書 

加工、オーダーメード、修繕、
修理、印刷、広告、測量、検
査などの契約 

加工あるい
は請負収入 

契約者 - 

建設工事地質
調査設計契約
書 

地質調査、設計契約 請求額 契約者 - 

貨物運送契約
書 

民間航空、鉄道運送、海上
運送、河川運送、道路運送
などの契約 

運送費請求
額 

契約者 - 

権利譲渡文書 

所有権や著作権、商標権、

特許権、独自技術使用権な
どの権利譲渡文書 

記載金額 
文書締

結者 
- 

1‰ 

財産賃貸契約
書 

不動産、船舶、飛行機、車
両、機械、器具、設備などの
賃貸契約 

賃貸料 契約者 

印紙税税額が 1 元未満で
ある場合、1 元の印紙を貼
付する。 

倉庫（貯蔵）

保管契約書 
倉庫（貯蔵）保管契約 

倉庫（貯
蔵）保管費

請求額 

契約者 - 

財産保険契約
書 

財産、責任、保証などの保険
契約 

保険料収入 契約者 - 

証券取引 

·A 株、B 株譲渡文書 

·全国中小企業株式譲渡シ
ステムを通じて行う、売買、相
続、贈与などの株式譲渡文
書 

取引金額 譲渡者 - 
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税率また

は税額 
税目 範囲 課税対象 

納税義
務者 

備考 

0.05‰ 
金銭消費貸借
契約書 

銀行その他金融機関と借入
契約者（銀行間のコール・ロ
ーンは除く）との貸借契約、 

ファイナンスリース契約（セー
ル・アンド・リースバックを含
む） 

借入金額ま

たはリース料
記載総額 

契約者 

2018 年 1 月 1 日から 2020

年 12 月 31 日まで、金融機
関と小型企業・薄利企業と
の間で締結する金銭消費
貸借契約に係る印紙税に
ついては徴収が免除される。 

セール・アンド・リースバック
において、借手・貸手がその
リース資産を売却あるいは、
そのリース資産を買い戻すた
めに締結する契約における
印紙税については徴収が免

除される。 

0.5‰ 

または 

5 元 

営業帳簿 生産経営用の帳簿 

資金記載帳
簿：払込資
本金と資本

積立金の合
計額。 

その他の帳
簿：一件毎 

帳簿開
設者 

·2018 年 5 月 1 日より、
0.05％の税率で印紙を貼付
する資金帳簿については、
印紙税を半減のうえ徴収す
る。 

·2018 年 5 月 1 日より、一件
毎に 5 元の印紙を貼付して
きたその他の帳簿について
は、印紙税の徴収が免除さ
れる。 

5 元 
権利証、許可
証明書 

政府部門が発行した不動産
（家屋）所有権利証、工商
営業許可書、商標登録証、
特許証、土地使用証 

一件毎 受領者 - 

 
注：契約書として使用する証憑や倉庫伝票などに対して印紙税を徴収する。 

お見逃しなく： 

 納税額が 1 角(=0.1 元)未満である場合については、印紙税が免除される。納税額が 1 角以上である
場合は、四捨五入のうえ印紙税を徴収する。 

 納税額が多額あるいは頻繫に印紙を貼付する場合、納税者は税務機関に申請のうえ、印紙税（一
括）納付書を印紙として貼付する、あるいは一定の期間分をまとめて印紙税を納付することができる。 

 印紙を貼付した後に、金額の変更があった場合、その増額分に対して印紙を貼付することとなる。 
 印紙を過小貼付あるいは貼付していない場合、税務機関は期限以内に是正することを命じ、20 倍以

下の罰金を科すことができる。 
 税務機関は、消印していない印紙に対しては、10 倍以下の罰金を科すことができる。 
 税務機関は、重複使用した印紙に対しては、30 倍以下の罰金を科すことができる。 
 
 

                       以上 
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